
≪本巣市もとす暮らし応援補助金≫ 交付申請書類の記入の仕方

様式第１号（第５条関係）

本巣市もとす暮らし応援補助金交付申請書

令和○○年○○月○○日

本巣市長 様

申請者 郵便番号 ○○○－○○○○

住 所 本巣市○○３２４番地

氏 名 本 巣 太 郎 ○印

電話番号 （○○○）○○○－○○○○

本巣市もとす暮らし応援補助金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

記

１ 転入年月日（転入世帯の場合） 令和○○年○○月○○日

２ 同居の家族の状況（申請年月日現在）及び住宅の状況

氏 名 続柄 生年月日 年齢 職 業 備考

世

帯

構

成

住宅の

所有者
本巣 太郎 本人 Ｓ○○年○月○日 45 会社員

世

帯

員

本巣 花子 妻 Ｓ○○年○月○日 43 主婦

本巣 一郎 子 Ｈ○○年○月○日 18 学生

本巣 二郎 子 Ｈ○○年○月○日 15 学生

住

宅

所在地 本巣市○○３２４番地

区分 新築 ・ 中古 ・ 建替

建築年 令和２年

補

助

金

固定資産税課税標準額（住宅） ①８,０７８,４００ 円

補助金額

② ３００,０００ 円

①×1/20

上限30万円

（千円未満切り捨て）

加

算

額

転入世帯員 ③ ４ 人

補助金額 ④ ４００,０００ 円
③×10万円

交付申請額 ７００,０００ 円
②＋④

① この交付申請書を提出する日を記入

② 【住所】取得住宅の住所を記入

※住民票に記載されている住所と同一であることを確認してください。

【氏名】申請者本人の氏名を記入し、捺印

※「固定資産税納税通知書の所有者」と同一であることを確認してください。

【電話番号】申請者本人の電話番号を記入

※内容確認のため連絡する場合がありますので、日中に連絡がつく電話番号を

記入してください。

⑤ 【住宅の所在地・区分】取得住宅の住所を記入し、該当する区分を○で囲む

【建築年】取得住宅の建築年を記入 ※１

⑥ 【固定資産税課税標準額（住宅）】取得住宅の固定資産税課税標準額を記入 ※２

④ 【氏名・続柄・生年月日】

住宅の所有者には、申請者を記入し、世帯員には、住民票に記載されているその他の方

全てを記入

※住民票に記載されている氏名・続柄・生年月日と同一であることを確認してください。

【年齢・職業】申請書を提出する日現在の年齢・職業等を記入

③ 市外からの転入世帯である場合のみ、住民票に記載されている「住民となった日」を記入

※「住民となった日」が令和２年４月１日以降であることを確認してください。

※１「固定資産税納税通知書の

該当家屋の建築年」と同一である

ことを確認してください。

※２「固定資産税納税通知書の該当

家屋の固定資産税課税標準額」と

同一であることを確認してください。

⑦ 【転入世帯員】

市外からの転入世帯である場合のみ、住宅の所有者及び世帯員の合計人数を記入

※記入した人数すべてが、申請日現在、補助対象者と生計を一にし、当該住宅に同居し

ていること、令和２年４月１日以降かつ申請年度の２年度前における４月１日以降に

本巣市に転入していることを確認してください。

R2 地上2階 0 1 8078400 56000 56000
家
屋

〇〇324
居宅（専用住宅）
木造 12056

本巣 太郎



≪本巣市もとす暮らし応援補助金≫ 交付申請書類の記入の仕方

様式第２号（第５条関係）

誓約書兼同意書

本巣市長 様

本巣市もとす暮らし応援補助金の申請にあたり、下記のとおり誓約します。

なお、本巣市もとす暮らし応援補助金交付要綱第８条第１項各号のいずれかに該

当することとなった場合で、同条の規定による返還命令を受けたときは、既に交付

を受けた補助金の全部又は一部を返還することを誓約します。

また、これらの誓約事項が遵守されているか確認するため、本巣市が市税等の納

付状況と住民基本台帳に記録されている事項を照会することについて、同意します。

記

(1) 本巣市もとす暮らし応援補助金交付申請書とその他の提出書類の内容に偽り

がないことを誓約します。

(2) 現在、居住地の自治会に加入しており、本巣市の住民として定住の意思を持っ

て、対象住宅に居住することを誓約します。

(3) 現在、市税等を滞納しておらず、今後も滞納しないことを誓約します。

令和○○年○○月○○日

住 所 本巣市○○○３２４番地

氏 名 本 巣 太 郎 ○印

⑧ この交付申請書を提出する日を記入

⑨ 交付申請書に記入した住所及び氏名を記入し、捺印 ※申請者本人が記入

本巣市もとす暮らし応援補助金交付要綱第８条第１項各号

(1) 提出した書類に偽りその他不正があったとき。

(2) 市長が補助金の返還を相当と認めたとき。


